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はじめに

2022 年 9 月に国際通貨基金（IMF）によっ

て発表された年次報告書において複合危機の到

来が指摘され，世界経済の行方に強い懸念が示

された。2020 年に勃発した新型コロナウイル

ス感染症の影響がまだ収まらない中，2022 年，

ロシアによるウクライナへの侵攻により，世界

経済は大きな打撃を受けているばかりか，第二

次世界大戦後に構築されてきた国際経済システ

ムが大きく揺らいでいる。

現在，脱グローバル化の時代が近づいている

という指摘もあれば，新型コロナウイルス以前

の経済統合の状態に間もなく戻るという期待も

なくはない。しかし，エマニュエル駐日米大使

はどちらも間違いであるとし，グローバル化に

はこれまでとは異なる新しい原則が誕生しつつ

あることを指摘する（日本経済新聞 2022）。そ

の原則の一つとは，これまでのコストや効率と

いった優先事項が，安定性や持続可能性といっ

た新しい優先事項に取って代わられているとい

うものである。

2015 年 9 月の国連サミットで，加盟国の全
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持続可能性を実現する

通商ガバナンスのあり方
：サステナブル認証制度の役割と今後

1990 年代以降の 30年間，経済のグローバル化は大きく進展した。この間，情報通信分野の技術革新の恩恵

を受け，企業活動における国境の垣根はさらに低くなり，グローバル・バリュー・チェーン（GVC）革命とい

う言葉も聞かれるようになった。我々は，経済のグローバル化によって多くの果実を手にしてきたが，この間，

貧困や格差拡大，環境破壊や気候変動，人権侵害，労働環境の悪化，健康被害，ジェンダー格差問題等々，経

済のグローバリゼーション下で生じてきた様々な「負」の側面も目の当たりにしてきた。戦後の通商ガバナン

スを担ってきた GATT-WTO 体制や地域貿易協定はこの「負」の側面に十分に対処できず，90 年代以降，

民間部門が主導となってサステナブル認証制度（VSS）が興隆した。GVCのガバナンスを持続可能なものと

する役割をVSSが真に担えるのかどうか，疑問視する声もある。しかし，持続可能なグローバル社会構築に

は国際機関や各国政府のみならず，民間部門のあらゆるセクターからの協力が必要である。したがって，持続

可能性を実現する通商ガバナンス構築において，VSSは今後もある一定の役割を果たしていくと考えられる。



会一致で「持続可能な開発のための 2030 ア

ジェンダ」が採択された。その中に，2030 年

までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目

標，つまり，持続可能な開発目標（SDGs）が

記載された。ストックホルム・レジリエンス・

センター所長であったヨハン・ロックストロー

ム氏が作成した，SDGs の 17 の目標を「ウェ

ディングケーキ」によって説明したモデル1) で

は，17 番目の目標であるグローバル・パート

ナーシップの活性化が，他のすべての SDGs 目

標の上位に位置している。かつ，SDGs17 番目

の目標の中でも，国際貿易は人，企業，NPO・

NGO，国家をつなぐ手段として，非常に重要

視されているのである（UNCTAD 2021）。し

たがって，SDGs を達成しうるような貿易の仕

組み，つまり，通商ガバナンスの在り方につい

て考えることは，持続可能性を追求する上で，

喫緊の課題であると言える。

第Ⅰ節では，まず，1990 年代以降，急速に

進んできた経済のグローバル化によってどのよ

うな「負」の側面が顕著となり，2015 年に

SDGs が採択されるに至ったのか，その背景を

まとめる。第Ⅱ節では，戦後の多角的貿易体制

（GATT-WTO 体制）や，1990 年代後半から

急速に件数が増加した地域貿易協定と持続可能

性について，言及する。第Ⅲ節では，経済のグ

ローバル化とともに台頭してきたサステナブル

認証制度（VSS）2) の役割とその効果について

まとめる。最後に，持続可能性を実現するため

に必要な 21 世紀の通商ガバナンスについて考

察を加えながら，VSS の今後の行方について

展望する。

Ⅰ グロ−バリゼーション下の諸問題と

持続可能な開発目標（SDGs）の

採択

1．グローバリゼーション下の諸問題

1989 年のベルリンの壁の崩壊以降，それま

で旧ソ連をリーダーとする社会主義国陣営に属

していた東欧諸国が次々と資本主義や自由民主

主義へ移行し，経済のグローバル化が大きく進

展した。また，21 世紀に入り，中国の WTO

加盟が承認され，世界は大競争時代に突入す

る。さらに，1990 年代以降，世界で貿易や投

資の自由化政策が推し進められ，情報通信分野

における IT 革命の影響も相まって，人類史

上，かつてないほど，世界経済統合の拡大と深

化が進展した。

確かに，グローバリゼーションの果実は否定

しようがない。1990 年代以降の経済のグロー

バル化はとりわけアジア太平洋地域の高度経済

成長と貧困削減に大きく寄与したことは疑いよ

うもない。また，我々日本人も海外から多くの

安価な財・サービスを手にすることが可能とな

り，消費者は経済のグローバル化の果実をこの

間，実感してきた。日本企業も国境の垣根がな

くなり，かつ，IT革命の恩恵を受け，生産工

程の細分化と各工程の最適な配置を通して利益

を上げてきた。2010 年代以降，とりわけ後者

の現象を受け，グローバル・バリュー・チェー

ン（GVC）革命3) という言葉が頻繁に登場す

るようになった。

しかし，経済のグローバル化の「負」の側面

も決して否定できない。2020 年，我々は，身

をもってそれを経験することになる。2019 年

12 月，中国の武漢で発生したと言われている
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新型コロナウイルスは瞬く間に全世界に拡大し

た。その結果，2008-09 年のリーマン・ショッ

クよりさらに大きな経済的ダメージを我々は

被っている。国によっては，1930 年代の世界

恐慌に次ぐほどの悪影響が感染症によってもた

らされてしまった。安価，しかも短時間で人が

シームレスに移動できるようになった結果であ

る。感染症のパンデミックというグローバル・

リスクに我々はあまりにも無防備であった。

グローバリゼーションの「負」の側面はそれ

だけに留まらない。もちろん国や地域によって

状況は大きく異なるが，所得や富の分配の偏在

化の傾向は国家間，または，それぞれの国や地

域内で顕著となってきた。新型コロナウイルス

の世界的蔓延に伴って，世界ですでに深刻化し

ていた貧困・不平等がさらに浮き彫りになっ

た。また，新型コロナウイルスの影響は男性よ

りも女性により大きな負担を強いる結果とな

り，ジェンダー格差問題が改めて浮き彫りに

なった4)。

さらに，1990 年代以降，地球環境問題も顕

在化してきた。2021 年 8月に発表された IPCC

第 6次評価報告書では，人間活動による温暖化

には疑う余地がなく，地球温暖化を 1.5度に止

めるためには，21 世紀半ばまでに二酸化炭素

排出を実質ゼロにする必要があることを明らか

にした（江守 2021）。この地球温暖化は，現

在，世界各地で様々な異常気象をもたらしてい

ると考えられている。図 1は，1962 年以降，

2022 年までの間に，世界で生じた自然災害の

発生件数を種類別に表している。異常気温，洪

水やそれに伴う土砂災害，ストーム等が 1990

年代以降，より頻繁に加速的に生じる傾向にあ

ることがわかる。グローバル・コモンズが危機

に瀕している。もはや，待ったなしの状況であ

る。
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図1 年別自然災害の発生件数

出所：EM-DAT, CRED/UCLouvain, Brussels, Belgiumのデータを使用して筆者作成（元データは、www.emdat.beから 2022 年

10 月 9 日にダウンロード）。



世界の貧困・格差問題や地球環境問題といっ

た諸問題の認識とともに，世界の目は，社会的

に弱い立場にいる人々の労働環境や健康被害，

人権侵害，ジェンダー格差問題に，より向けら

れるようになった。自由貿易によって必ずしも

すべての人々が利益を享受できず，とりわけ，

発展途上国におけるコーヒーを代表とする一次

産品小規模生産者やその児童の生計・福祉を向

上する目的として興隆したフェアトレード運動

はよく知られている5)。また，ファースト

ファッションに代表される繊維産業は GVC革

命を最も体現している産業の一つであると言え

るが，米国で製作された映画『ザ・トゥルー・

コスト』は，先進国で安い価格で売られる服の

代償として，弱い立場の生産者や環境に甚大な

る被害がもたらされていることを訴えている。

現在，先進国でフェアトレードとともに，エシ

カル消費が推進されている所以である。

2．持続可能な開発目標（SDGs）の採択

国連は早くから，グローバリゼーション下で

生じている様々な地球規模的課題に対処すべ

く，策を講じてきた。故コフィ・アナン元国連

事務総長は，1990 年代，急速にグローバル化

が進む中，グローバル化の「負」の側面が顕著

になり，もはや国家や国際機関だけではグロー

バルな課題を解決できなくなってきたとの認識

の下，企業にグローバルな課題解決への参画を

求め，世界の経営トップに「人間の顔をしたグ

ローバリゼーション」への取り組みを促した。

それが，国連グローバル・コンパクトの人権・

労働・環境・腐敗防止に関する 10 原則であ

る6)。故コフィ・アナン元国連事務総長は，

2006年，現在の世界的な拡がりを見せている

ESG投資の起点となった責任投資原則（PRI）

も発表した（小平 2021）。

さらに，国連人権理事会は，2011 年，ビジ

ネスと人権に関する指導原則を承認した。法的

拘束力はないものの，企業の人権尊重責任を明

確化した初めての国連文書であり，最近では，

国連機関や国家のみならず，一般社会に広く受

け入れられ始めている。菅原は，ビジネスと人

権とは，バリューチェーン全体にわたる企業活

動と，ステークホルダー（労働者，消費者，地

域住民等）との関りで生じる人権課題を包括的

に捉える視点であるとする（菅原 2021）。

そんな中，2015 年 9 月国連総会において，

持続可能な開発のために必要不可欠な，向こう

15 年間の新たな行動計画として，「我々の世界

を変革する：持続可能な開発のための 2030 ア

ジェンダ」が採択された。具体的には，この中

で持続可能な開発目標（SDGs）として 17 の

ゴールと 169 のターゲットが示された。持続可

能なグローバル社会構築のために達成すべく，

国際社会が合意した世界目標であると言える。

同年には，フランスのパリで開催された第 21

回国連気候変動枠組条約締約国会議（COP21）

において，2020 年以降の温室効果ガス排出削

減等のための新たな国際枠組みとして，パリ協

定が採択された。本協定は，SDGs の目標 13

である「気候変動及びその影響を軽減するため

の緊急対策を講じる」を具体的に実現に移すた

めのものであると理解できる7)。2015 年は，と

りわけ，国連を舞台にして，マルティラテラル

な取り組みにおいて成果があがった年である。

Ⅱ 通商ガバナンスの変遷と持続可能性

1．GATT-WTO体制

それでは，通商ガバナンスはこの間，どのよ
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うに変遷してきたのであろうか。第二次世界大

戦後，戦前の反省を踏まえて自由貿易を推進す

べく，無差別・自由・多角主義を原則に掲げる

関税および貿易に関する一般協定（GATT）

が署名された。しかしながら，1980 年代に入

ると経済のグローバル化がより一層進展し，か

つ，産業構造の変化に伴って，物品の取引とは

異なる新しい分野の調整や貿易ルールの構築が

必要となった。その結果，1995 年，従来の

GATT に代わり，紛争処理メカニズムも備え

た国際機関である世界貿易機関（WTO）が設

立され，新たな多角的貿易体制が構築された。

1990 年代以降の国連での様々な動きとは裏

腹に，WTO での貿易交渉は困難を極めた。

1999 年第 3 回 WTO 閣僚会議（1999 年 11 月

30 日-12 月 3 日）の前日には労働・人権・環境

などの様々な団体が世界中からシアトルに結集

し，新自由主義やグローバリゼーションに反対

の意を唱えた。結果，新ラウンドの立ち上げに

至らなかった。しかし，2001 年，ようやく第 4

回 WTO 閣僚会議で新ラウンド（ドーハ・ラ

ウンド）開始の宣言が発せられた。ドーハ・ラ

ウンドには，「貿易と環境」や「開発・発展途

上国」をテーマにした分野が入った。残念なが

ら，ドーハ・ラウンドは漂流してしまったが，

「開発のための貿易」というテーマは SDGs の

目標にも組み込まれ，WTO には SDGs 達成に

貢献する専門機関としての役割が期待された

（深作 2019）。さらに，2017 年には，ブエノス

アイレスで行われた第 11回WTO閣僚会議に

おいて，貿易と女性の経済的なエンパワメント

に関する共同宣言が出された。依然，WTO の

協定にはジェンダーに特化した取り決めはない

が，女性の経済的エンパワメントに関してのみ

言及した共同宣言が貿易関連の会議で採択され

たのは，史上初の出来事である（UNCTAD

2022）。その意味では，画期的であった。

しかし，貿易機会の拡大から得られる利益は

自動的に実現されるものでもなく（深作 2019），

WTO自身，機能改善に必要な改革が山積して

おり，今後 WTO が持続可能なグローバル化

社会構築にどのように貢献し得るのか，まだ明

らかになっていない。ジェンダー格差是正の課

題について一つ期待できるのは，2013 年に合

意され，2017 年から発効した WTO の貿易円

滑化協定である。ジェンダーそのものに関して

の言及はないが，本協定に関連して女性の国際

貿易への参加を促す様々な取り組みが企画・実

施されつつある（UNCTAD 2022）。

2．地域貿易協定

1995 年にWTO がスタートして多角的貿易

体制が強化される一方，皮肉にも，締結される

地域貿易協定数が加速的に増加した。自由貿易

協定や経済連携協定の拡大は，ドーハ・ラウン

ドが漂流してしまった一因でもあるが（深作

2019），持続可能性が求める，貧困，環境，労

働，人権，ジェンダーといったような項目はむ

しろ，地域貿易協定で取り入れられているケー

スが増えている。SDGs が採択されて以降，特

にその傾向にある。

ジェンダーを例にとりあげてみよう。

Monteiro（2021）によれば，2020 年 12 月現在

で世界の地域貿易協定 577 の中で，83 の協定

においてジェンダーそのものの条項が設けられ

ている（世界の地域貿易協定数の 14パーセン

トを占める）。これに，ジェンダーという条項

名はついていないが，人権保護や差別禁止条項

といったジェンダー差別禁止を含む条項が設け

られている協定までその範囲を広げると，257
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の地域貿易協定がジェンダー平等やジェンダー

格差禁止をうたっていることになる。それは世

界の地域貿易協定数の 45 パーセントにものぼ

る。

さらに，2017 年以降，その傾向が強まる傾

向にある（Monteiro 2021）。2010 年代の始め

に締結されたすべての地域貿易協定の中でジェ

ンダー条項が明示的に含まれている協定数は全

体の 15 パーセントぐらいしかなかったが，

2017 年から 2020 年までの間に新たに結ばれた

地域貿易協定全体の実に半分が明示的にジェン

ダー条項を設けているのである。ジェンダー条

項の定義を広げると，同時期，そのシェアは

71 パーセントにものぼる。国家間で取り決め

る貿易協定の中では，多角的貿易交渉よりも二

国間，または，広域的な地域貿易協定の交渉の

方がより迅速に，持続可能性を優先事項に取り

上げながら，貿易交渉が行われているといえよ

う。

Ⅲ サステナブル認証制度の興隆と

今後の可能性

1．サステナブル認証制度（VSS）の興隆

持続可能な開発を視野に入れながら自由な貿

易・投資を推進しようとする地域貿易協定への

期待は大きいが，Monteiro（2021）が指摘す

るように，ジェンダー条項の内容は協定間でか

なりのばらつきがある。また，アジア太平洋地

域で 2020 年に締結されたより広域的な地域経

済連携協定の一つ，地域的な包括的経済連携

（RCEP）協定には，労働，環境，開発，協力

および能力開発といった持続可能性に直結する

ような条項が明示的には含まれていない。21

世紀型貿易ルールと呼ばれる，環太平洋パート

ナーシップに関する包括的及び先進的な協定

（TPP11協定）との違いである。したがって，

RCEP は，世界の GDP，人口，貿易総額の約

3割を占める地域をカバーし，日本の貿易総額

の 5 割にも達する，非常に重要な経済連携協

定8) であるものの，地域貿易協定のみで持続可

能性を実現できると考えるのは早計であろう。

一方，1990 年代以降，経済のグローバル化

が進む中で明らかとなってきた諸問題（グロー

バル化の「負」の側面）に対処すべく，主に民

間部門が中心となって策定された VSS が興隆

することになった。VSS には，認証制度（cer-

tification schemes），ラベリング（labelling pro-

grams），民間基準（private standards）が含

まれている。UNCTAD（2021）は，その VSS

とは，生産者と消費者，及び，先進国と途上国

を結ぶ GVC の生産過程で人権侵害，労働・健

康被害，環境問題が発生しないようにすること

で，GVC をより持続可能なものとするトラン

スナショナルなしくみ，であるとする。WTO

協定や地域貿易協定とは異なり，VSS には法

的拘束力はない。しかし，国家間同士の交渉に

はかなりの時間を要し，かつ，政治的状況に大

きく左右される。例えば，WTO のドーハ・ラ

ウンド貿易交渉のように立ち上がりに時間がか

かる一方，交渉が漂流してしまうこともある。

図 2は，VSS の数の変遷を表したものであ

る9)。VSS の数は，1990 年代，経済のグロー

バル化が急速に進展して以降，大幅に増加して

いる。2020 年には，その数は 262 にも達した。

民間主導で興隆してきた VSS は，ある意味，

国家間の貿易を含む様々な交渉がグローバル化

の「負」の側面にうまく対処できていないこと

を示しているといえよう。

図 3は，VSS の中のうち，純粋に民間部門
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によって作成された 232 の VSS の基準が

SDGs のそれぞれの目標に，どの程度関連して

いるのか，関連する VSS の数を表している。

1990 年代以降，興隆してきた VSS は，明らか

に，SDGs の目標と重なる部分が非常に多い。

SDGs の 13 番目の目標（気候変動に具体的な

対策を）に関連する VSS の数が少ないのは，

1990 年代以降，法的拘束力を持つ多くの国際

的な取り決めが導入されてきたからであると考

えられる。

2．VSSの今後の可能性─事例を通して

UNCTAD（2021）が指摘するように，VSS

の可能性については，相対立する見方が存在す

る。一つは，GVCが世界で広く形成される中，

国家間の交渉で決定される貿易協定やその他の

国際協定を補完し，持続可能な開発を達成する

上である一定の役割を果たし得るという考えで

ある。もう一つは，持続可能性を担保するガバ

ナンスとしては弱いのではないか，という見方

である。VSS の役割に関する議論が本格化し

てからまだそれほど年数は経っておらず，本論

文はある事例を通して，今後の可能性を探って

みたい。

VSS の今後の可能性については，大きく

いって，2 つに依ると考えられる。一つは，そ

のインパクト（効果）であり，もう一つは，ど

の程度まで，実際，その VSS が GVC の様々

なステイクホルダーの間で受け入れられ，広ま

るかである。VSS の中で世界的に最も知られ

ている国際認証の一つであるフェアトレード認

証について考えてみることにする。

フェアトレード運動の歴史は非常に長いが，

国際フェアトレード認証のしくみが本格的に導

入されたのは，1997 年，ドイツに現在の Fair-

trade International（FI）が設立されてからで

ある。SDGs が採択された翌年の 2016 年以降

もまた，フェアトレード認証を受ける組合数，

及び，フェアトレードに登録される農家数は着

実に増え続けている。2016年から 2020 年の 5

年間に前者は 33.7 パーセント，後者は 17.2

パーセント伸びている10)。少なくとも，途上

国の生産者側は自由貿易ではなく，フェアト

レードを望んでいるといえる。

筆者は，2016年度 11 月から，ウガンダの東

部地域にある小規模有機コーヒー農家組合

（BOFA）11) の立場から，国際認証の社会的イ

ンパクト評価を試みてきた。その調査結果12)

によると，まず，生産者がフェアトレードを望

む理由は大きくいって 2つある。一つは，フェ
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図2 VSSの数の変遷

出所：UNFSS

図3 それぞれのSDGに関連するVSSの数

（232のうち）

出所：UNCTAD(2021)，及び，Bissinger et al.(2020).



アトレードによって最低価格が保証され，いか

なる場合にも，最低限の生活が維持できること

である。これは，生産者とその家族の人権に関

わることでもある。もう一つは，認証商品の販

売によって得られるフェアトレード・プレミア

ム（奨励金）によって，簡易水道システムを導

入したり，町の中心地から遠方地域に住む住民

のための診療所を建設したり，学校に通えない

児童や生徒に奨学金を提供することである。

フェアトレード農家は都市部から離れ，インフ

ラも整っていない場所に住んでいることが多

い。残念ながら，途上国の政府によって提供さ

れる公共サービスも福祉も十分に生産者やその

家族に届いていない場合が多い。フェアトレー

ド認証制度は小規模農家が自立できる数少ない

手段の一つであることが明らかとなった。

まとめ：持続可能性を実現する通商

ガバナンスのあり方とは？

UNCTAD（2021）は，少なくともこれまで

の VSS のインパクト評価では，途上国の生産

者が持続的に成長を遂げ，生活水準を高めてい

くことができるほど，効果が検証されていない

とする。また，VSS は法的拘束力を持つ貿易

協定の代替手段ではない。したがって，今後

も，多角的貿易交渉であろうとも地域貿易協定

であろうとも，GVC のすべてのステークホル

ダーが自由貿易や投資から利益を享受できる，

つまり，誰一人取り残さない通商システムの構

築を目指して交渉を行うべきであろう。

しかし，1990 年代に経済のグローバル化が

進展すると同時に，VSS の数も急速に増えた。

これは，経済のグローバル化の「負」の側面に

対して国際機関や国家間で取り決められる貿易

協定だけではもはや対処できないことも意味し

ていると考えられる。今後は，2 つの方向性が

考えられる。一つは，公共政策や援助政策と

VSS の連携を模索することである。具体的に

は，VSS を政府調達基準，地域貿易協定やビ

ジネス界に益々求められている人権デューデリ

ジェンスとリンクさせることや，援助案件実施

の際に VSS を積極的に活用することが考えら

れる13)。もう一つは，特に消費者に対して

VSS の透明性を高めることで，消費者側の理

解度を高め，認証製品市場の拡大を図ることで

ある。

持続可能性を実現する通商ガバナンスとし

て，VSS の重要性は少なくとも今しばらくは

続いていくと考えられる。

［注］

1）SDGs ウエディングケーキモデルは，ストックホルム大学の

ストックホルム・レジリエンス・センターのWEBサイトを

参照（ https: //www.stockholmresilience.org/research/res

earch-news/2016-06-14-the-sdgs-wedding-cake.html）。最

終アクセス日は，2022 年 9 月 25 日。

2）Voluntary Sustainability Standards の略。

3）Baldwin（2016）や猪俣（2019）等を参照。

4）2020 年，内閣府は，「コロナ下において，もともと存在した

諸問題が，社会的に不利な立場にある者により顕著な影響と

なって露呈しており，特に日本では社会の基本構造に内包さ

れている頑強なジェンダー格差の負の効果が顕在化した」と

し，その是正に向けた研究会を立ち上げている（https:

//www.gender.go.jp/about_danjo/whitepaper/r03/zentai/

html/column/clm_02.html）。最終アクセス日は，2022 年 9

月 30 日。

5）フェアトレードに関しては，佐藤編（2011）や渡辺（2011）

が詳しい。

6）グローバル・ネットワーク・ジャパンのホームページを参

照（https://www.ungcjn.org/gcnj/about.html）。最終アク

セス日は，2022 年 10 月 1 日。

7）例えば，外務省（2022）を参照。

8）外務省・財務省・農林水産省・経済産業省（2022）参照。

9）VSS についての情報は，ITC Standards Map，及び，

Ecolabel Index の 2 種類から入手可能である（UNFSS の

WEBサイトから入手可能）。UNCTAD（2021）は，VSS と

して認定する基準がより厳しい前者を分析対象に採用してい

る。本論文は，UNCTAD（2021）の方法に準じる。

10）Fairtrade International（FI）（2022）.

11）Bufumbo Organic Farmers Association（BOFA）.
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12）詳しくは，Okamoto（2020，2022）を参照。

13）詳しくは，UNCTAD（2021）を参照のこと。
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